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平成22年度税制改正大綱（抄）

第３章 各主要課題の改革の方向性

５．資産課税

（１）相続税・贈与税

相続税は格差是正の観点から、非常に重要な税です。バブル期の地価急騰に伴い、相続税の対象者

が急激に広がったことなどから、基礎控除の引上げや小規模宅地等の課税の特例の拡充により、対象

者を抑制する等の改正が行われました。バブル崩壊後、地価が下落したにもかかわらず、基礎控除の

引下げ等は行われてきませんでした。そのため、相続税は100 人に４人しか負担しない構造となり、

最高税率の引下げを含む税率構造の緩和も行われてきた結果、再分配機能が果たせているとは言えま

せん。また、金融資産の増加などの環境の変化が見られます。

今後、格差是正の観点から、相続税の課税ベース、税率構造の見直しについて平成23年度改正を目

指します。

その見直しに当たっては、我が国社会の安定や活力に不可欠な中堅資産家層の育成や事業の円滑な

承継等に配慮しつつ、本人の努力とは関係のない大きな格差が固定化しない社会の構築や課税の公平

性に配慮すべきです。

さらに、相続税の課税方式の見直しに併せて、現役世代への生前贈与による財産の有効活用などの

視点を含めて、贈与税のあり方も見直していく必要があります。

また、法人等を利用した租税回避への対応など、課税の適正化の観点からの見直しを引き続き行っ

ていきます。

平成21年12月22日
閣 議 決 定
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（注２）相続税収は各年度の税収であり、贈与税収を含む（平成21年度は補正後予算額、平成22年度は予算額）。

（注３）減収額は改正時の改正減収見込額（平年度）による。なお、土地の評価額の適正化を考慮した平成４年度の改正減収見込額は、▲390億円である。

　

最近における相続税の課税割合・負担割合及び税収の推移

　バブル期以後は、課税割合、負担割合及び相続税収とも減少傾向にあり、特に、課税割合及び
負担割合は、バブル期以前よりも低い水準となっている。

　【63年度改正】▲６,７１０億円
　　　基礎控除の引上げ、税率構造の緩和、小規模宅地等の課税の特例の拡充等

　【平成４年度改正】▲５,６８０億円
　　　基礎控除の引上げ、税率構造の緩和、小規模宅地等の課税の特例の拡充等

　【平成６年度改正】▲３,２２０億円
　　　基礎控除の引上げ、税率構造の緩和、小規模宅地等の課税の特例の拡充等

　【平成15年度改正】▲１,１２０億円
　　　税率構造の緩和
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全国・全用途

基礎控除

《法定相続人は、配偶者＋子２人とする。》

現在の基礎控除は、バブル期の地価の急騰に伴い引き上げられてきたもの。

他方、近年の地価はバブル期以前の水準まで下落している。

2,000万円 ＋ 400万円
        ×法定相続人数

4,000万円 ＋ 800万円
×法定相続人数

5,000万円 ＋ 1,000万円 × 法定相続人数

4,800万円 ＋ 950万円 ×法定相続人数

基礎
控除

地価公示価格指数と基礎控除　（58年＝100）の推移



昭和58年～
(制度創設)

事業継続

事業非継続 （廃止）

事業継続 ３３０㎡

事業非継続 （廃止）

事業規模 ４０％ ６０％ ７０％ ５０％

それ以外 ４０％ ０％ ０％ （事業継続のみ）

２００㎡
（事業継続のみ）

居住継続

居住非継続 （廃止）

居住継続

居住非継続 ２００㎡ （廃止）

居住用宅地

区　　　　　分 　平成４年～　 平成６年～ 平成11年～　昭和63年～　 平成13年～

８０％

５０％

２００㎡

４００㎡

適用対象
面積

減額割合

減額割合

２００㎡

５０％

８０％

２４０㎡

５０％

２００㎡

６０％３０％ ５０％

２００㎡

平成22年4月～

適用対象面積

４０％ ６０％

事業用宅地

不動産
貸付

減額割合

適用対象
面積

７０％

（注１） 事業継続、居住継続とは、相続税の申告期限（相続開始後10ヶ月）まで事業又は居住を継続する場合をいう。

（注２） 平成19年の適用件数は、事業継続に係る事業用宅地が3,570件、その他の事業用宅地・不動産貸付が9,503件、居住継続に係る居住用宅地が29,648件、その他の居住用

       宅地が5,208件。なお、重複適用を除いた実件数は41,572件（相続税の課税件数46,820件）である。

小規模宅地等の課税の特例の推移

　　小規模宅地等の課税の特例は、被相続人の事業又は居住の用に供されていた宅地について、相続税の課税価格

　を減額するもの。

　　制度創設以降、地価の高騰や事業の継続等に配慮して、累次にわたり、減額割合・適用対象面積を引き上げ。

（注１） 事業継続、居住継続とは、相続税の申告期限（相続開始後10ヶ月）まで事業又は居住を継続する場合をいう。

（注２） 平成19年の適用件数は、事業継続に係る事業用宅地が3,570件、その他の事業用宅地・不動産貸付が9,503件、居住継続に係る居住用宅地が29,648件、その他の居住用

       宅地が5,208件。なお、重複適用を除いた実件数は41,572件（相続税の課税件数46,820件）である。

小規模宅地等の課税の特例の推移

　　小規模宅地等の課税の特例は、被相続人の事業又は居住の用に供されていた宅地について、相続税の課税価格

　を減額するもの。

　　制度創設以降、地価の高騰や事業の継続等に配慮して、累次にわたり、減額割合・適用対象面積を引き上げ。



２,０００万円 ４,０００万円 ４,８００万円

＋ ＋ ＋
４００万円 × 法定相続人数 ８００万円 × 法定相続人数 ９５０万円 × 法定相続人数

（３，２００万円） （６，４００万円） （７，６５０万円）

　（注）　基礎控除の（　）内は、法定相続人が３人（例：配偶者＋子２人）の場合の額である。

区　　分

税率構造

昭和６３年１２月改正前

（平成１５年１月１日以降適用）

昭和６３年１２月改正 平成４年度改正 平成６年度改正 平成１５年度改正（現行）

1

基礎控除 同　　左

５,０００万円

＋
１,０００万円 × 法定相続人数

（８，０００万円）

（昭和６３年１月１日以降適用） （平成４年１月１日以降適用） （平成６年１月１日以降適用）

13段階 13段階

5億円超
（最高税率　75%)

5億円超
（最高税率　70%)

10億円超
（最高税率　70%)

20億円超
（最高税率　70%)

3億円超
（最高税率　50%)

（イメージ図）

13段階 13段階

　

９  段  階

14段階
９  段  階

９段階

　

６  段  階
６段階

最 近 に お け る 相 続 税 の 税 率 構 造 の 推 移

税率構造については、昭和６３年以降累次にわたり、最高税率の引下げを含む累進構造の緩和が行われている。



0

課税遺産総額を法定相続分で按分した金額
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２０億

３億 （円）１億5,000万

１５%

１０%

3,000万1,000万

１５%

２０%

３０%

４０%

５０%

１０億７０%

５５%

５０%

４５%

３５%

６０%

６５%

（％）

昭和63年度改正前

昭和63年度改正後

平成４年度改正後

平成６年度改正後

平成15年度改正後（現行）

最近における相続税の税率構造の推移（詳細）

４０%

３０%

２５%



税 制 改 正 に 伴 う 相 続 税 の 負 担 割 合 の 推 移
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平成６年度改正後

昭和63年度改正後

平成４年度改正後

(単位：億円）

（単位：％）

配偶者＋子２人

平成15年度改正後（現行）

最高税率

最低税率

昭和63年度
改正前

昭和63年度
改正後

平成４年度
改正後

　平成６年度
　改正後

75%

基礎控除
3,200 6,400 7,650 8,000

(万円)

70%

10%

50%

　平成15年度
　改正後

昭和62年の平均課税
価格（約１．４億円）の
場合の負担率
　　　　　　　 １１．１％

平成19年の平均課税価
格（約２．３億円）の場合
の負担率
　　　　　　　　　５．８％



・相続財産：事業用土地２００㎡（平成21年：３億2,400万円）

            その他財産１億円

・相続財産：住宅用土地２００㎡（平成21年：１億2,600万円）

　　　　　　その他財産１億円

６８ 万円/㎡

〔 昭和58年 〕

１,４５３ 万円

・所在地  ：世田谷区成城六丁目

６３ 万円/㎡路 線 価   ： １５２ 万円/㎡２５ 万円/㎡

〔 平成３年 〕 〔 平成２１年 〕

相続税額   ： ２,８３０ 万円 ２６４ 万円

５９２ 万円

路 線 価   ： ９３２ 万円/㎡ １６２ 万円/㎡

相続税額   ： １億８,９１８ 万円２,４１９ 万円

・所在地　：千代田区外神田三丁目

1

〔 平成３年 〕 〔 平成２１年 〕〔 昭和58年 〕

商業地
の場合

（約 ８ 倍） （約 ３２分の１）

（約 ６分の１）（約 14 倍）

（約 ２ 倍）

（約 ６ 倍）

（約 １１分の１）

（約２分の１）

住宅地
の場合

相 続 税 負 担 の 推 移 （東京都区部のケース）

（注） 商業地・住宅地とも、相続人は配偶者と子２人で、法定相続分により相続したものとして相続税額を計算。

相続財産に
占める割合

１.４％程度

相続財産に
占める割合

１.２％程度
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（注）「実物資産」とは、純固定資産（住宅等）、再生産不可能有形資産（土地等）等、金融資産以外の資産の合計をいう。

（資料）「国民経済計算年報」　（９３ＳＮＡによる。）

（兆円）

家 計 資 産 残 高 の 推 移

(年）

2419.4

　家計資産残高は、バブル期以後おおむね横ばいとなっているが、金融資産残高については

増加傾向にあり、近年では実物資産残高を上回る額となっている。

1280.8

2285.8

2736.3

2467.5

2615.92576.2

994.1
1060.2

1416.6

1187.8

875.6



5.6兆円

6.6兆円

11.3兆円
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土　　　地 有価証券

現金・預貯金等 その他の財産

（資料）　「国税庁統計年報書」による。

相続財産種類別の財産価額の推移

　　近年では、相続財産における金融資産（有価証券、現金・預貯金等）は、金額、割合とも増加傾向にある。

36.3％

20.9％

14.6％

17.7％

27.1％

17.5％
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負　　債

１．総務省「全国消費実態調査（平成16年）」（２人以上の世帯）により作成。
２．世帯主の年齢階級別1世帯当たりの金融資産（貯蓄現在高）、実物資産、負債（負債現在高）。
３．「金融資産」は、貯蓄現在高（負債現在高控除前）。なお、「貯蓄現在高」は、郵便局・銀行・その他の金融機関への預貯金、生命保険・損害保険の掛金、株式・債券・
　　投資信託・金銭信託等の有価証券と社内預金などの金融機関外への貯蓄の合計。
４．「実物資産」は、住宅・宅地、耐久消費財、ゴルフ会員権等の資産の合計。
５．「負債」は、郵便局、銀行、生命保険会社、住宅金融公庫等の金融機関からの借入金のほか、勤め先の会社・共済組合、親戚・知人からの借入金および月賦・年賦の
　　残高などの金融機関外からの借入金の合計。

世帯主の年齢階級別資産残高

高齢者世帯（70歳以上の世帯）の資産－負債の平均額は、全世帯の平均額の１．５倍程度

〔資産－負債〕 〔817万円〕 〔5,961万円〕 〔3,900万円〕〔5,556万円〕〔4,160万円〕〔2,712万円〕〔1,459万円〕
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平均値：5,961万円

(％)

（標準級間隔500万円）

高齢者世帯の家計資産額階級別世帯分布

中位数：4,016万円

（注）１．総務省「全国消費実態調査（平成16年）」（二人以上の世帯）より作成。
　　  ２．世帯主年齢が70歳以上の世帯の計数による。
　　　３．「家計資産額」は、純資産額（資産－負債）による。



 

 

 

 
 
１．基礎控除・税率 

税  率：10％から 50％までの累進税率（６段階） 

  基礎控除：5,000 万円＋1,000 万円×法定相続人数 
 
２．課税状況（平成 19 年分） 

申告件数：46,820 件 

課税割合：  4.2 ％ 

  負担割合：  11.9 ％ 

    納付税額：   1.3 兆円 
 

（注）課税割合とは、年間課税件数/年間死亡者数であり、負担割合とは、納付税額/合計課税価格である。 

 

３．相続財産の内訳（平成 19 年分） 

土地      5.6 兆円（47.8％） 

有価証券    1.8 兆円（15.8％） 

  現金・預貯金等 2.4 兆円（20.5％） 

  その他の財産  1.9 兆円（15.9％） 

   （家屋・構築物、生命保険金等） 

  合計      11.7 兆円 
 

（参考）債務控除額：1.2 兆円 

相続税は、相続又は遺贈により財産を取得した個人に対して、その財産の取得の時における時価を課税

価格として課される税。 

相 続 税 の 概 要 



件 ％ 億円 ％ 万円 万円 ％

～　 １億円 9,832 21.0 114 0.9 8,286 116 1.4

～　 ２億円 22,357 68.8 1,270 11.0 13,990 568 4.1

～　 ３億円 6,958 83.6 1,427 22.2 24,191 2,051 8.5

～　 ５億円 4,408 93.0 2,193 39.6 37,926 4,975 13.1

～　 ７億円 1,439 96.1 1,467 51.2 58,551 10,193 17.4

～ １０億円 929 98.1 1,558 63.5 82,308 16,767 20.4

～ ２０億円 693 99.6 2,179 80.8 131,778 31,439 23.9

～ １００億円 195 100.0 1,947 96.2 334,674 99,859 29.8

 １００億円超 9 100.0 480 100.0 1,684,967 533,700 31.7

46,820 12,635 22,687 2,699 11.9

(備考)　1. 「国税庁統計年報書」による。
　　　　　2. 当初申告ベースの計数である(修正申告を含まない）。

(a) (b) (b)／(a)

合　　計

件 　数 累積割合 税  額 累積割合
課税価格 納付税額

合計課税価格
階級区分

件　　   　数 納 付 税 額 平　　　均 平　　　均 負担割合

相続税の合計課税価格階級別の課税状況等（平成19年分）



相続税の仕組み相続税の仕組み

税

額

控

除

（
配

偶

者

控

除

等

）
基礎控除

非課税
財産等

子

法

定

相

続

分

で

按

分

配偶者

（1/2）

子

（1/4）

子

（1/4）

超

過

累

進

税

率

の

適

用

実

際

の

相

続

割

合

で

按

分 子

相続税の総額の計算 各人の納付税額の計算

債務控除

課税遺産
総額 配偶者

納付

納付

相
続
税
の
総
額



相続税が課税される財産等相続税が課税される財産等

個人（注）が相続又は遺贈により
取得した財産のほか、次の財産
が対象

○ 死亡保険金、死亡退職金
等のみなし相続財産

○ 相続時精算課税に係る
贈与財産

等

相続財産
課税遺産総額

基礎控除

非課税財産等

5,000万円

＋
1,000万円

× 法定相続人数

非課税財産

課税価格の減額特例

○ 墓所、霊びょう等

○ 死亡保険金・死亡退職金のうち一定の金額

（500万円×法定相続人数）

○ 公益事業を行う一定の個人が相続又遺贈

（寄附）により取得した財産で、その公益事業

の用に供するもの

○ 相続人が、申告期限までに国や公益法人

等に贈与（寄附）した相続財産

等

○ 小規模宅地等の課税の特例
・ 事業用宅地（400㎡まで80％減額等）

・ 居住用宅地（240㎡まで80％減額）

等

（注） 被相続人が、法人に遺贈

（寄附）した財産は、相続税

の対象外。

相続税額の計算

の基礎となる金額

債務控除



　〔制度趣旨〕

〇　死亡保険金に係る相続税の非課税 〇　死亡退職金に係る相続税の非課税

〔生命保険金の課税状況（平成19年）〕 〔死亡退職金の課税状況（平成19年）〕

・ 課税件数 ：11,005件 ・ 課税件数 ： 3,971件

・ 課税額※ ： 3,680億円 ・ 課税額※ ： 1,752億円

・１件当たり： 3,344万円 ・１件当たり： 4,413万円

　※死亡保険金の非課税適用後 　※死亡退職金の非課税適用後

　〔制度の概要〕

死亡保険金・死亡退職金に係る相続税の非課税

　生命保険制度を通じて貯蓄の増進を図るほか、

被相続人の死後における相続人の生活の安定等

を考慮して、昭和26年に創設。

　被相続人の死後における相続人の生活の安定等を

考慮して昭和27年に創設。

　　相続人が取得した死亡保険金・死亡退職金については、それぞれ、法定相続人数×５００万円が非課税となる。

死亡保険金

非課税

課税対象

５００万円　×　法定相続人数



非上場株式等に係る相続税の納税猶予の特例非上場株式等に係る相続税の納税猶予の特例

経産大臣の
認定

・会社、後継者に関
する要件の判定

相

続

開

始

申

告

期

限

５年間

事業の継続

・代表者であること

・株式等の保有継続

・雇用の８割維持

等

株式等の保有継続等

後
継
者
の
死
亡
等

全額納付

要件を満たさなく
なった場合

株式等を譲渡等した場合

譲渡等した部分に対応す
る猶予税額を納付 免除

申告、担保提供

事
業
承
継
の
計
画
的
な
取
組
み

経
産
大
臣
の
確
認

後継者の相続税額のうち議決権株式等（相続

後で発行済議決権株式等の2/3に達するまで）の ８０％

に対応する相続税の納税を猶予

猶予税額

の

10ヶ月間

「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」(平成20年10月1日
施行）に基づく経済産業大臣の関与

※
遺
留
分
特
例
の
大
臣
確
認
と
は
別
制
度

猶予税額が免除される「死亡」以外の場合

○ 会社の倒産

○ 後継者への贈与

○ 同族関係者以外の者に株式等を全部譲渡した

場合（譲渡対価等を上回る税額を免除）



農地に係る相続税の納税猶予の特例の概要

農地法の枠組み等を踏まえ、相続人が相続により取得し、耕作を行う農地又は貸付け※1を行う農地を対象

として、農業投資価格※2を超える部分に係る相続税の納付を猶予

農地を効率的に利用する者による農地についての権利の取得の促進（農地法１条：農地の「有効利用」）

農地の権利移転や転用には農業委員会等の許可等が必要（農地法３条～５条：私権の制限及び転用の規制）

・ 農地の相続人が死亡した場合

・ 市街化区域内農地（三大都市圏特定市除く。）については、

相続税の申告期限から20年を経過した場合※ 等

猶予税額の免除

農業の継続 農業委員会等によるチェック

・20％超の農地を譲渡等した場合※1,2

・農業経営を廃止した場合

納税猶予の取消し

→ 猶予税額全額と利子税を納付

※1 20％以下の農地の譲渡等の場合や収用等による譲渡の場合は、その割合に応じて猶予税額と利子税を納付
※2 農業基盤強化促進法の規定による一定の貸付けや疾病等により営農が困難となった場合の貸付けは、納税猶予の取

消しとならない。

※1 農業経営基盤強化促進法の規定による一定の貸付け
※2 恒久的に農業の用に供される農地として取引される場合に通常成立する「農地本来の価格」

※ 農地法改正（Ｈ21.12.15）前の相続の場合、三大都市圏特定市の生産緑地を有していない者は、相続税の申告期限から20年で免除と
なる。（農業経営基盤強化促進法の規定による一定の貸付けを行った場合を除く。）



各相続人に対し取得額
に応じて税額を計算

相
続
税

課
税
遺
産
総
額

遺産課税による計算方法

相続人Ａ

相続人Ｂ

相続人Ｃ

分割前の課税遺産総額に対して一定の
率（累進又は定率）で税額を計算

相続税納税後の財
産を相続人が取得

（米・英） 遺産取得課税による計算方法 （独・仏）

課
税
遺
産
総
額

相続人Ａ

相続人Ｂ

相続人Ｃ

相

続

税

相続人Ａ

相続人Ｂ

相続人Ｃ

〔参 考〕

我が国の相続税の計算方法は、分割前の課税遺産総額をもとに相続税の総額を計算し、その相続税額を、

納税義務者である各相続人の実際の相続分に応じて按分するもの。

相続税の総額一定

遺産課税方式と同様に、分割前の課税遺産総額をもとに計算（法
定相続分（1/3）で按分して税率を適用し、相続税総額を計算）

課
税
遺
産
総
額

1/3

1/3

1/3

相

続

税

実際の相続分に応じ相続税総額を按分

相続人Ａ

相続人Ｂ

相続人Ｃ

相

続

税

各相続人の
実際の相続分

〔相続人等が納税義務者〕

〔遺言執行人等が納税義務者〕
〔相続人等が納税義務者〕

我が国の相続税の計算方法のイメージ我が国の相続税の計算方法のイメージ

死亡により遺産が当然かつ
包括的に相続人に承継され
るとする民法を前提



 

 

 

 

 

 

１．計算方法（基礎控除・税率等） 

  ⑴ 暦年課税 

    １年間に贈与により取得した財産の合計額から基礎控

除額を控除した残額について、累進税率を適用し贈与税

額を計算。 

   

基礎控除：110 万円 

税  率：10％～50％の累進税率（６段階） 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．課税状況（平成２０年分） 

  ⑴ 暦年課税 

    申告件数   25.2 万件 

    贈与財産額    0.8 兆円 

    納付税額      850 億円 

 

⑵ 相続時精算課税 

  贈与時の税負担を軽減し、相続時に相続税で精算するもの。 

贈与者ごとに、1年間に贈与により取得した財産の合計額か

ら特別控除を控除した残額について、20％の税率を乗じて贈

与税額を計算。 

贈与者が死亡した場合は、相続財産と贈与財産を合算して

相続税額を計算。 

 

特別控除：累積で 2,500 万円（贈与者ごと） 

税  率：一律 20％ 

適用要件：贈与者：65 歳以上 

〔住宅特例：年齢要件なし〕 

受贈者：贈与者の推定相続人で 20 歳以上 

 

 

⑵ 相続時精算課税 

  申告件数   7.4 万件（うち、住宅特例 2.7 万件） 

  贈与財産額 0.9 兆円（うち、住宅特例 3,168 億円） 

   納付税額   189 億円 

贈 与 税 の 概 要 

贈与税は、個人から贈与により財産を取得した個人に対して、その財産の取得の時における時価を課税

価格として課される税で、相続税の補完税としての性格を持つ。 



７,000万円超 １億円超 1,000万円超

（最高税率　70％） （最高税率　50％）

相
続
税
の

最
高
税
率

（注）　相続時精算課税は、暦年課税との選択制である。

1

税

率

構

造

イ
　
メ
　
ー

　
ジ
　
図

７５％ ７０％

昭和63年12月改正前
昭和63年12月改正

（昭和63年１月１日以降適用）
平 成 15 年 度 改 正 （ 現 行 ）

（平成15年１月1日以降適用）

（最高税率　70％）

７,000万円超

平 成 ４ 年 度 改 正
（平成４年１月１日以降適用）

１億円超

（最高税率　70％）

５０％

　〔相続時精算課税〕
　　　特別控除額：２，５００万円（累積）

基
礎
控
除
等

６０万円

１１０万円
（平成13年１月１日～）

７,000万円超

（最高税率　75％）

１４段階 １３段階１３段階 ６段階

最近における贈与税の税率構造等の推移

　〔相続時精算課税〕
　特別控除額を超える部分について、一律２０％

暦年課税



住宅取得等資金の贈与に係る贈与税の特例措置の拡充住宅取得等資金の贈与に係る贈与税の特例措置の拡充

経済対策のための時限措置として、適用対象者をその贈与を受けた年の合計所得金額が2,000万円以下の者と

したうえ、非課税限度額（改正前：500万円）を次のように引上げ。

イ 平成22年中に住宅取得等資金の贈与を受けた者 ・・・ １,５００万円

ロ 平成23年中に住宅取得等資金の贈与を受けた者 ・・・ １,０００万円

（注）平成22年１月１日から平成23年12月31日までの間の贈与について適用。

暦年課税を選択した場合

２２年 ２３年

〔住宅非課税〕

５００万円

〔基礎控除〕１１０万円

〔住宅非課税〕

１,５００万円
22
年

〔基礎控除〕１１０万円

〔住宅非課税〕

１,０００万円
23
年

〔基礎控除〕１１０万円〔基礎控除〕１１０万円

（注）「合計所得金額」とは、次の①と②の合計額（総所得金額）に、退職所得金額、山林所得金額を加算した金額（※）をいう。

① 事業所得、不動産所得、利子所得、給与所得、配当所得、総合課税の短期譲渡所得及び雑所得の合計額

② 総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額の２分の１の金額

※１ 申告分離課税の所得がある場合には、その特別控除前の所得金額の合計額を加算。

２ 源泉分離課税される利子所得等は加算しない。

通常の場合 住宅特例【改正前】 住宅特例【改正後】

１１０万円
まで非課税

６１０万円
まで非課税

１,１１０万円
まで非課税

１,６１０万円
まで非課税

21
・22
年



相続時精算課税を選択した場合

２２年 ２３年

〔住宅非課税〕

５００万円

〔住宅非課税〕

１,５００万円
22
年

〔住宅非課税〕

１,０００万円
23
年

（注）住宅取得等資金に係る相続時精算課税の特別控除の1,000万円上乗せ特例は、適用期限（平成21年12月31日）をもって廃止。なお、贈与者の
年齢要件に係る特例（贈与者が65歳未満の場合でも相続時精算課税の適用が可能）は、平成23年12月31日まで２年延長。

（※）相続時精算課税の特別控除に係る財産は、相続時に相続財産に合算される。

通常の場合 住宅特例【改正前】 住宅特例【改正後】

４,０００万円
まで非課税（※）

３,５００万円
まで非課税（※）

４,０００万円
まで非課税（※）

〔特別控除（住宅）〕

１,０００万円（※）

〔特別控除（一般）〕

２,５００万円（※）

〔特別控除（一般）〕

２,５００万円（※）

〔特別控除（一般）〕

２,５００万円（※）

〔特別控除（一般）〕

２,５００万円（※）

２,５００万円
まで非課税（※）

21
年
ま
で

21
・22
年



件 億円 万円 億円 万円 ％

　昭和58 320,451 6,649 207.5 703 22.0 10.6

　　 　 59 368,661 8,111 220.0 776 21.0 9.6

　　　  60 400,326 8,685 217.0 788 19.7 9.1

　　　  61 420,442 9,606 228.5 1,065 25.3 11.1

　　　  62 505,667 14,185 280.5 1,809 35.8 12.8

　　　  63 459,789 11,098 241.4 1,285 28.0 11.6

　平成元 527,756 21,421 405.9 2,926 55.4 13.7

　　　 　２ 583,693 25,684 440.0 3,430 58.8 13.4

　　　 　３ 573,155 20,593 359.3 2,392 41.7 11.6

　　　 　４ 541,503 16,471 304.2 1,619 29.9 9.8

　　　 　５ 554,696 17,484 315.2 1,598 28.8 9.1

　　　 　６ 529,657 15,266 288.2 1,312 24.8 8.6

　　　 　７ 520,701 14,570 279.8 1,241 23.8 8.5

　　　 　８ 512,070 14,586 284.9 1,335 26.1 9.1

　　　 　９ 486,958 14,129 290.2 1,299 26.7 9.2

　　　  10 455,118 13,010 285.9 1,166 25.6 9.0

　　　  11 445,132 12,942 290.8 1,143 25.7 8.8

　　　  12 414,828 11,974 288.6 955 23.0 8.0

　　　  13 376,198 13,457 357.7 811 21.6 6.0

　　　  14 360,594 12,685 351.8 692 19.2 5.5

　　　  15 403,651 23,081 571.8 877 21.7 3.8

327,144 11,468 350.6 671 20.5 5.9

78,202 11,613 1,485.0 206 26.4 1.8

　　　  16 403,814 23,101 572.1 966 23.9 4.2

322,282 11,070 343.5 722 22.4 6.5

83,690 12,030 1,437.5 244 29.2 2.0

　　　  17 405,332 23,760 586.2 1,159 28.6 4.9

325,925 11,547 354.3 834 25.6 7.2

81,641 12,213 1,495.9 324 39.7 2.7

　　　  18 369,763 20,288 548.7 1,183 32.0 5.8

287,992 9,424 327.2 897 31.1 9.5

83,290 10,864 1,304.4 286 34.4 2.6

　　　  19 358,832 20,538 572.4 1,074 29.9 5.2

270,857 8,660 319.7 799 29.5 9.2

89,571 11,878 1,326.1 274 30.6 2.3

　　　  20 325,060 17,581 540.8 1,039 32.0 5.9

252,403 8,237 326.3 850 33.7 10.3

74,138 9,344 1,260.4 189 25.5 2.0

(備考)　1. この表の計数は、「国税庁統計年報書」による（平成20年分は速報値）。
　　　　　2. 件数は、財産の贈与を受けた者のうち申告等のあった者の数である。
　　　　　3. 取得財産価額には更正・決定分を含む。また、贈与税額には納税猶予適用分を含まない。
　　　　　4. 内書の「暦」は暦年課税分に係る計数であり、「精」は相続時精算課税分に係る計数である。

区   分 件　　数
取 得 財 産 価 額 贈 与 税 額

合 計 額 １件当たり 納付税額 １件当たり
(Ｃ)／(Ｂ) 年  分 （Ａ） (Ｂ) 金　　 　額 (Ｃ) 金　　 　額

       精

 内　暦 

贈 与 税 の 課 税 状 況 の 推 移

       精

 内　暦 

       精

 内　暦 

       精

 内　暦 

       精

 内　暦 

       精

 内　暦 



定期金に関する権利の相続税及び贈与税の評価方法の見直し定期金に関する権利の相続税及び贈与税の評価方法の見直し

１．給付事由が発生しているもの

（例） 有期定期金の場合

次の①、②のいずれか少ない金額

① 給付金額の総額

× 残存期間に応じた割合（20～70%）

② １年間に受けるべき金額 × 15倍

２．給付事由が発生していないもの

払込済保険料等（総額）

× 払込開始の時からの経過期間

に応じた割合（90~120％）

改正前

（注） １．上記１は原則として平成23年４月１日以後の、上記２は平成22年４月１日以後の相続・贈与について適用。

２．「定期金」とは、個人年金保険など、年金形式で受け取るものをいい、給付事由の発生により年金等の受給が開始される。

３．複利年金現価率とは、一定期間、一定金額を受け取るためには、今いくらの元本があればよいかを求める際に用いる率をいう。

改正後

１．給付事由が発生しているもの

（例） 有期定期金の場合

次の①～③のいずれか多い金額

① 解約返戻金相当額

② 一時金相当額

③ １年間に受けるべき金額

× 予定利率等の複利年金現価率

（残存期間に応ずるもの）

２．給付事由が発生していないもの

原則として、解約返戻金相当額

定期金に関する権利の評価における割合・倍数は、昭和25年当時の金利・平均寿命などを基に算定しており、近
年では、金利の低下や平均寿命の伸長により、現行の評価方法による評価額と実際の受取額の現在価値とが乖離。

この乖離に着目して、定期金に関する権利の取得後に一時金受取りへの変更や解約ができる高額な一時払個人年
金も販売されており、課税の適正化の観点から、平成22年度改正において評価方法を見直し。



持分の定めのない法人への贈与等を通じた贈与税等の租税回避防止措置持分の定めのない法人への贈与等を通じた贈与税等の租税回避防止措置

（注１） 形式的には親から法人に財産の贈与等があった場合でも、実質的には子が法人の支配を通じて当該財産を取得した
と認められる場合などをいう。

（注２） 一般社団・財団法人、持分の定めのない医療法人、学校法人、社会福祉法人、更生保護法人、宗教法人等をいう。

（注３） 人格のない社団・財団については、贈与税等の不当減少の有無にかかわりなく、贈与税等が課される（法人税等は控
除する。）。

【例】

贈 与 等 実質支配

持分の定めのない法人
（注２）

親 子

子の贈与税等が不当に減少するとなると認められるとき（注１）は、
「持分の定めのない法人」を個人とみなして、贈与税等を課税
（法人税等は控除する。）



種類 提出義務者 提出事由 記載内容

生命保険金の
支払調書

損害保険金の
支払調書

死亡退職金等の
支払調書

支給者
死亡退職金等

の支給
 　

信託の受益者等
の調書

受託者

 ・信託の効力発生
 ・受益者の変更
 ・信託の終了
 ・信託に関する権利
  の内容の変更

 

1

保険会社等
死亡保険金等

の支払い

相続税・贈与税の法定調書

受取人　　〇〇
契約者　　〇〇
被保険者　〇〇
保険金額　〇〇万円

保険会社等 受取人

①　保険金

税務署長

②　支払調書

法定調書の提出イメージ

　 相続税・贈与税の適正な課税のため、相続税法において以下の調書の提出を規定。

（注）１．　各調書は、提出事由が生じた月の翌月15日まで（信託に関する受益者別（委託者別）調書については翌月末日まで）に、調書を作成した営業所等の

　　　　　所轄税務署長に提出。

　　　２．　上記を含め、各税法において計５４種類の調書が規定されている。

・受取人の住所・氏名

・保険契約者の住所・氏名

・被保険者の住所・氏名

・保険金額

　　　　　　　　　　　　　　　等

・受給者の住所・氏名

・退職者の住所・氏名

・退職手当金等の金額

                             等

・受益者の住所・氏名

・委託者の住所・氏名

・信託財産の種類・価額

                             等
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